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研究成果の概要（和文）：　本研究は、教育、医療、保健、法務分野の４領域の専門職を対象とした歴史・制度分析、
国際比較ならびに国内調査から、専門職に必要な能力（専門職コンピテンシー）の保証に関する国際的な水準をリスト
アップするとともに、その養成カリキュラムをめぐるステークホルダーの認識ギャップと合意形成の一端を明らかにし
た。各職様々な認識の下で多様な養成プログラムが併存しているが、いずれのステークホルダーにおいても「態度」形
成（特に「倫理」面）が最重要項目の一つとして認識されていること、専門職コンピテンシーは養成機関のカリキュラ
ムだけでなく生涯にわたる専門職キャリア全体において定位されることなどが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：　　This study made a list of international standards for the quality assurance 
of professional competencies and clarified some aspects of the difference of opinion about the training 
curriculum among stakeholders in the profession system and their consensus building using historical 
institutional analysis, international comparative research, and domestic research conducted on following 
four professional areas: educational, medical, health, and legal.
 As a result of the analysis, the following findings were made. Although various training programs 
coexist based on different opinions among professions, the stakeholders recognize the “attitude”, 
especially the “ethic”, is one of the most important aspects of the professional training. Besides, the 
stakeholders recognize professional competencies are trained not only in training course programs but 
also throughout lifelong professional careers.

研究分野： 教育社会学、高等教育研究

キーワード： 専門職養成　ステークホルダー　質保証
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１．研究開始当初の背景 
 わが国の専門職養成は大きな変革期にあ

ると言える。その動因の背景を明らかにすべ

く、本研究グループではこれまで専門職養成

に関わるステークホルダーの析出と、その量

的統制と質的統制における葛藤・合意形成の

プロセスについて研究を進めてきた。すなわ

ち、医師・法曹・教員等の 11 職種について、

養成数など「量的統制」の政策過程を分析し、

それが国家・大学・専門職団体といったステ

ークホルダーの権力構造の中で、政治的に形

成・決定されてきたことを明らかにした。ま

た専門職養成の「質」についても、各種専門

職のコンピテンシーに関するインタビュー

を積み重ねるとともに、専門職コンピテンシ

ーの内容が、専門職を取り巻くステークホル

ダーの権力構造の中で構築されるプロセス

の一端を、医師・法曹を中心とした事例研究

から明らかにしてきた。さらにカリキュラム

面についても、数多くの専門職大学院を対象

にフィールドワークならびにインタビュー

調査など先駆的な取り組みを行ってきた。 

 これらの研究の結果、知識・スキル・態度

から成る各専門職の「専門職コンピテンシ

ー」には、大学のみならず、国家、専門職団

体、現場、顧客といったステークホルダーの

思惑が、これまで以上に重層的に絡み合い始

めていることが明らかになってきた。国や専

門職団体の介入や現場や顧客の要求が急速

に高まる中で、専門職コンピテンシーを保証

する教育システムの構築が、分野を問わず進

んできていると言える。 

 
２．研究の目的 
 こうしたこれまでの研究過程において、

「専門職コンピテンシーの保証が教育、医療、

保健、法務の分野を問わない課題である」、

また「ステークホルダーの合意形成がコンピ

テンシーの実質化を左右する」との仮説が導

き出されてきた。しかし、これまでの研究で

は、国内の政策文書の分析に重きを置いてお

り、国際的に標準化が進む専門職コンピテン

シーが、ステークホルダーの意識を通じて、

いかに日本の大学のカリキュラムに反映さ

れるのかについては、十分に明らかにしてこ

なかった。 

 これに対し本研究では、国内外の実証的・

比較的研究を通じて、これまでの研究成果か

らの延長線上に、新たな知見の発見と分析を

試みることとした。具体的には、教育、医療、

保健、法務分野の4領域の職種を対象として、

歴史的・制度的分析を踏まえた上で、さらに

国際比較調査から各専門職コンピテンシー

の能力リストを整理・分析するとともに、こ

れらの能力リストに対する国内のステーク

ホルダーの共通認識と相違点を明らかにす

るアンケート調査と、具体的なカリキュラム

改革事例に対するインタビュー及びフィー

ルド調査を実施することで、専門職カリキュ

ラムをめぐるステークホルダーの合意形成

モデルを実証的に明らかにすることを目的

とした。 

 
３．研究の方法 
 以上の研究目的に対し、本研究では４年間

の研究期間内において、特に以下の３点を中

心に調査・分析を進めてきた。 

（１）専門職コンピテンシーと養成に関する

歴史的・制度的分析 

 教育、医療、保健、法務分野の 4領域の職

種を対象として、現在の養成制度・政策に至

る歴史的な経緯ならびに現状制度の考察を

行った。特に、専門職性の指標として、職域

と報酬についての専門職集団のロジックや

戦略、技術と学歴、市場でのアイデンティテ

ィなどの側面に着目しつつ考察を行った。 

（２）国際標準に基づいた「専門職コンピテ

ンシー」のリストアップ 

 各種の先行研究・調査結果、政策資料など

を踏まえ、専門職の資質・能力の保証に関す

る国際的な水準を明らかにする目的から、海

外（とくに米国・英国）におけるステークホ



ルダー群（各職種の認証評価機関など）から、

各専門職に求められている具体的な専門職

コンピテンシーのリストアップと比較検証

を行った。また、専門職の資質については「省

察的実践」（Schon）や、「capability」（Becher）

等の概念が提示されているが、これらは抽象

度の高い概念であり、文脈に即した理解が必

要であるとの立場から、これら能力の実質化

に関して認証評価団体、政府機関や主要大学

での取り組みについて訪問調査を行った。 

（３）専門職コンピテンシーに対するステー

クホルダーの意識に関する国内調査 

 上記の海外の能力リストを参考に、それを

実質化する専門職養成カリキュラム改革に

ついて、専門職団体や現場での専門業務従事

者へのインタビューと、具体的な各大学での

カリキュラム改革のプロセスに関するケー

ススタディを実施した。さらにステークホル

ダーの共通認識と相違点を明らかにする目

的から、専門職団体・現場団体ならびに現場

での専門業務に従事する専門職自身へのア

ンケート調査と、専門職教育に携わる大学機

関及び大学教員に対するアンケート調査を

実施した。その質問項目の設定に当たっては、

リストに掲げた能力が日本の専門職におい

て必要か否か、および専門教育・卒前実習・

卒後研修のいずれの段階において保証すべ

きかに重点を置いた。 

 これらの調査研究を通じ、国際水準の専門

職コンピテンシーをステークホルダーの合

意に基づいてカリキュラムへと反映するプ

ロセスをモデル化し、政策科学的なインプリ

ケーションの提示を目的とした。 

 

４．研究成果 

 本研究は、専門職養成カリキュラムは、養

成機関（大学）と、それを取り巻くステーク

ホルダーの合意によって実質化されるとの

理論フレームを想定した。ステークホルダー

は、具体的には、養成機関（大学）を中心に、

国・政府（具体的には文部科学省、厚生労働

省など中央官庁／外郭団体・出先機関など）、

専門職団体（日本看護協会、日本教職員組合、

日本弁護士会など）などである。 

 また取り上げる職種は、①教育系：初中等

教員、保育士・幼稚園教諭、心理カウンセラ

ー、②医療系：医師、薬剤師、管理栄養士、

③保健系：看護師、社会福祉士、介護福祉士、

④法務系：法曹、公認会計士など、４領域を

中心に調査・分析を行った。上記 3課題につ

いての研究成果の概要は以下の通りである。 

（１）歴史的・制度的分析 

 まず法曹を対象としたパイロット調査を

日弁連の協力の下に行い、法曹養成とその能

力とのレリバンス、ならびにジェンダーとキ

ャリアについての分析を行った。また新人看

護士に着目した専門教育とコンピテンシー

との関連の分析、さらに近年の教育改革の中

で教員の身分と専門職性についての考察を

おこなった。また弁護士と医師を対象とし、

それぞれの専門職性の制度的認証について、

職域と報酬に着目して、戦後改革期の議論を

トレースした。 

（２）国際比較研究 

 米国・英国の認証評価機関及び主要大学で

の訪問調査を通じて、専門職の資質・能力の

保証に関する国際的な水準を明らかにした。

具体的には、先に挙げた「capability」の他、

「技術的合理性」、キーコンピテンシーなど

の国内外の知見を整理した上で、英国におい

ては法曹養成や保健・福祉系専門職の規制機

関である HCPC（Health and Care Professions 

Council）、米国では連邦教育省（U.S. 

Department of Education）や大学団体の１

つであるCHEA（Council for Higher Education 

Accreditation）などが認証する評価機関・

団体などをとりあげ、それらが設定する能力

基準項目のリストアップを行い、各職種・各

国横断的に比較分析を行った。また、これら

の能力基準の活用状況を明らかにするため、



各国でのカリキュラム運用事例について各

種機関・団体・大学への訪問調査を行った。 

（３）国内調査 

 上記の国際的な能力リストを参照した上

で、専門職の資質・能力に対するステークホ

ルダーの共通認識と相違点を明らかにする

目的から、彼らに対するインタビュー調査と

各大学での取り組みに関するケーススタデ

ィを実施した。看護、教員養成、福祉系など

の各大学のほか、保育士養成などの教育機関

を訪問し関係者に対するインタビュー調査

を行った。これと並行して全国規模のアンケ

ート調査を実施した。米国労働省が提供する

職業情報サイト（O-NET: The Occupational 

Information Network）が数千種類の職業を

対象に情報収集のために用いている質問紙

を参考として、専門職コンピテンシーを構成

する３要素である「知識（Knowledge）」「技

術（Skill）」「態度（Work Style）」の各項目

について、看護師、管理栄養士、社会福祉士、

臨床心理士、薬剤師、保育士６職の専門職を

対象として、養成機関の教育課程責任者（学

部長など）と、現場施設における従事者なら

びに専門職団体の管理者に対し全国的なア

ンケート調査を行った。分析の結果、例えば

養成機関長は、専門職コンピテンシーの構成

要素の多くを、施設側よりも重要であると認

識していること、施設側は実践者が能力を獲

得するのに最も重要な養成段階は入職後で

あるとしている一方で、養成機関は養成課程

であると認識していることなどがわかった。 

 以上の調査分析の結果、国内外ともに専門

職性についての認識の多様性のなかで、各職

様々な養成プログラムが並立しているもの

の、いずれのステークホルダーにおいても

「態度」形成、特に「倫理」面の養成が最重

要項目の一つとして認識されていること、ま

た専門職コンピテンシーは、養成機関入学か

ら生涯にわたる学習機会まで、専門職のキャ

リア全体にわたる養成プロセスの中で定位

されること、さらに養成システム（とくに実

習と研修）と個人面（での成長）双方との関

連が重要であることなどが示唆された。 
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